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ＪＡＬビジネスアビエーション株式会社
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日本航空羽田整備ビル7F



負債の部
科     目

【流動負債】
営 業 未 払 い 金
未 払 法 人 税 等
未 払 費 用
前 受 金
預 り 金
未 払 賞 与
流動負債合計
負債合計

金     額

24,294,783
34,967,400
17,339,362
441,166,700
3,369,908
14,374,028
535,512,181
535,512,181

純資産の部
科     目

【株主資本】
資 本 金

【資本剰余金】
資 本 準 備 金
資本剰余金合計

【利益剰余金】
(その他利益剰余金)
繰越利益剰余金
利益剰余金合計

株主資本合計

純資産合計
負債純資産合計

金     額

100,000,000

50,000,000
50,000,000

150,586,023 )(
150,586,023
150,586,023
300,586,023

300,586,023
836,098,204

科     目
資産の部

【流動資産】
普 通 預 金
営 業 未 収 入 金
貸倒引当金（営業未収入金）
貯 蔵 品
前 渡 金
前 払 費 用
未 収 消 費 税
短 期 貸 付 金
流動資産合計

【固定資産】
(有形固定資産)
建 物 付 属 設 備
減価償却累計（建物付属設備）
車 両 運 搬 具
減価償却累計（車両運搬具）

有形固定資産合計
(無形固定資産)
無形固定資産（その他）
減価償却累計額（無形固定資産）

無形固定資産合計
(投資その他の資産)
長 期 保 証 金
繰 延 税 金資 産 （固 定 ）
投資その他の資産合計

固定資産合計
資産合計

金     額

381,327,313
98,359,585
△582,477
195,075

241,559,306
3,105,114
1,934,832
85,356,277
811,255,025

9,396,965
△2,766,033

336,000
△335,999
6,630,933

3,773,840
△3,773,840

0

9,707,628
8,504,618
18,212,246
24,843,179
836,098,204

(単位：円)

貸 借 対 照 表

ＪＡＬビジネスアビエーション株式会社

2026年  3月 31日 （当期会計期間末）



(単位：円)

株主資本等変動計算書

ＪＡＬビジネスアビエーション株式会社

自 2025年  4月  1日  至 2026年  3月 31日 （当期累計期間）

当期首残高
当期変動額
当期純利益
その他

当期変動額合計
当期末残高

資本金

100,000,000

0
100,000,000

資本準備金

50,000,000

0
50,000,000

その他
資本剰余金

23,115,070

△23,115,070
△23,115,070

0

資本剰余金
合計

73,115,070

△23,115,070
△23,115,070
50,000,000

資本剰余金

繰越利益
剰余金

113,803,181

63,467,772
△26,684,930
36,782,842
150,586,023

その他
利益剰余金 利益剰余金

合計

113,803,181

63,467,772
△26,684,930
36,782,842
150,586,023

利益剰余金

株主資本
合計

286,918,251

63,467,772
△49,800,000
13,667,772
300,586,023

株主資本

純資産合計

286,918,251

63,467,772
△49,800,000
13,667,772
300,586,023



注 記 表

ＪＡＬビジネスアビエーション株式会社

自 2025年  4月  1日  至 2026年  3月 31日 （当期累計期間）

重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1)資産の評価基準及び評価方法

　　　①有形固定資産

　　　　建物及び建物附属設備：定額法によっております。

　　　　器具及び備品：定額法を採用しております。

　　　　車両運搬具：定額法を採用しております。

　　　②無形固定資産

　　　　定額法によっております。

(2)その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

　　　①外貨建資産の本邦通貨への換算基準

　　　　外貨建短期金銭債権債務については、期末時の為替相場により円換算している。

　　　②リース取引の処理方法

　　　　リース物件の所有権が借主に移転するもの以外のファイナンス・リース取引については、

　　　　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。

　　　③消費税等の会計処理

　　　　税抜き方式によっております。


